別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費

	事業名: 災害医療対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部 医療整備課 医療整備担当　電話番号：058-272-1111（内2536）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：706,226千円（前年度予算額：5,938千円）　《新・地域医療再生基金事業》

	事業内容


	１　事業の内容


　「岐阜県震災対策検証委員会」からの提言を踏まえ、岐阜県の災害医療体制の一層の強化に向けて以下の整備を行う。
（１）NBC災害・テロ対策設備整備事業費補助金
災害拠点病院に対してNBC災害、テロ対策設備整備の補助を行い、NBC災害等への対応が可能な体制を整備して災害医療体制の充実を図る。
（２）災害派遣医療チーム体制整備推進事業費補助金
大地震や航空機・列車事故といった災害時に被災地に迅速に駆けつけ、医療活動を行う災害派遣医療チーム（DMAT）の編成が全国的に進められているが、岐阜県においても平成18年度からDMAT指定病院の指定を開始して岐阜DMATの体制整備を推進している。　　

このDMAT活動に必要な設備整備の補助を行い、DMATの機能強化を促進する。
（３）医師派遣用自動車整備事業費補助金
    　　　  　 　　　岐阜DMAT指定病院に配備されているDMATが、災害時などに迅速に出動して被災地で
活動するために必要となる移動用救急車両の整備を補助する。

（４）医療機関等災害時通信確保事業費補助金
　　　　             大規模災害時における救急医療機関の通信手段のバックアップ機能として、MCA無
線や衛星電話等の複数の通信手段の整備への補助を行い、岐阜県の災害医療体制の強
化を図る。

（５）広域医療搬送拠点（SCU）整備事業費

       　広域医療搬送拠点（広域搬送拠点に設置する搬送患者待機のための臨時医療施設を
指し、症状安定化のための処置・広域搬送のトリアージ等が実施され、スタッフは主
にDMAT等で構成される。）の設置に必要となる資機材（医療用テント、医療機械、
事務スタッフ用備品等）を整備し、美濃地域と飛騨地域の2か所のSCUに配置する。
（６）災害拠点病院設備整備事業費補助金
　　災害拠点病院の設備整備補助を行い、災害時における提供可能な医療設備の整備に対して補助を行い、被災傷病者の救命率の低下を防止する。
（７）災害医療コーディネート体制構築事業費
　　　災害時に医療が間断・偏在なく効果的に提供されるよう災害医療に関する情報を専門的科学的知見に基づき分析し、DMATや医療救護チームに対して企画・提案等の進言を行うほか、災害医療コーディネーターの配備や調整体制を構築するための連絡会議及び研修を実施する。
（８）災害拠点病院連絡会議費
　　県内の災害拠点病院間の連携強化及び情報共有を図る場として定期的に連絡会議を開催し、県内の災害医療体制の強化を図る。
（９）災害医療連携促進事業費補助金
　　災害時の救助、トリアージ、処置、病院選定、搬送、情報伝達等の実際の現場を想定した訓練の他、搬送から受け入れまでのより高度な連携を図るための医療研修を行う事業に補助を行い、県内の災害医療関係機関（災害拠点病院、保健所、消防、DMAT等）の連携機能の強化を図る。
	２　所要経費


　　           706,226千円
（１）NBC災害・テロ対策設備整備事業費補助金　354,508千円

（２）災害派遣医療チーム体制整備推進事業費補助金  6,600千円
（３）医師派遣用自動車整備事業費補助金　25,000千円
（４）医療機関等災害時通信確保事業費補助金　83,489千円
（５）広域医療搬送拠点（SCU）整備事業費　100,000千円
（６）災害拠点病院設備整備事業費補助金　133,544千円

（７）災害医療コーディネート体制構築事業費　1,500千円

　（８）災害拠点病院連絡会議費　1,085千円

（９）災害医療連携促進事業費補助金　500千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
・救急･災害･へき地･周産期･小児などの医療連携体制を強化する
２ 安心医療確保プロジェクト

Ⅲ 県民の健康と安全を支える県内医療体制の充実

	２　これまでの取組状況


これまで県内の災害拠点病院及び救命救急センターを有する病院すべてがＤＭＡＴを有することを目標にし、平成18年度から体制の整った病院を順次岐阜ＤＭＡＴ指定病院として指定してきた。平成19年度からは、災害現場携行用医療資器材セットの整備の実施、平成21年度にはＤＭＡＴの活動に必要な医療機器等の整備への補助を行うなど、ＤＭＡＴの活動を充実させるための整備に努めてきた。
　さらに東日本大震災の教訓を生かして、県内病院の災害医療対策状況を調査・把握するとともに、岐阜県の災害医療体制の一層の強化を図るため、これまで災害拠点病院に指定されていた6病院に加えて、平成23年10月に新たに5病院を指定した。
　今後は、11災害拠点病院の機能強化と併せて、上記１の事業により災害医療関係機関との連携強化を図っていく予定である。
	３　これまでの取組に対する評価


「岐阜県震災対策検証委員会」から災害拠点病院の機能強化、広域医療搬送拠点の整備及び災害医療コーディネーターの設置といった岐阜県の災害医療体制のハード・ソフトの両側面に対し、一層の整備の必要性が提言されている。
これに対し早急に体制を整えることが課題となっている。
	決定額の考え方


・ＮＢＣ災害・テロ対策設備整備事業費補助金
　　予算の平準化を図るため、2カ年で整備することとする。

・医療機関等災害時通信確保事業費補助金
　　ＭＣＡ無線の使用可能エリアである岐阜南部地域にはＭＣＡ無線を整備し、それ

以外の地域にはイリジウム衛星電話を整備する。

・広域医療搬送拠点整備事業費

　　１　近県においてもこのレベルまでの整備をしている県は少ないこと

　　２　まずは行動マニュアルの作成などソフト面を整備する必要があること

　　３　今後、国庫補助対象となることが考えられること

　　４　国の防災基本計画の見直しを踏まえる必要があること

　　以上のことから、調査費を計上する。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	29,108
	2,969
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	26,139

	要求額
	706,226
	218,028
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	488,198

	決定額
	426,077
	137,458
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	288,619
































